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１．はじめに 

 

 環境問題や交通渋滞などを緩和するために貨物輸送の

効率化が求められており，その一つの方策として貨物輸

送の共同化が挙げられる．しかしながら，こうした輸送

の共同化を実現するためには，様々な課題が指摘されて

おり１），共同化による費用の分担方法は重要な問題である．

特に，こうした共同化は，必ずしも参加事業者にとって

コストの削減をもたらすものではないが，上述のように，

社会的にみた必要性は高く，公的なセクターからの支援

措置を講じて実現させることが望ましい． 

そこで，本研究では，提携形ゲーム理論を用いて，輸

送の共同化を行った場合の参加事業者間における適切な

費用分担問題について考察することを目的としている．

具体的には，共同化の前後における各事業者の負担すべ

き費用の変化に着目し，εコアの考え方を適用すること

で，共同化によって事業者が得ることのできる利得，あ

るいは共同化を実現させるための外部から投入すべき補

助金額を求めることとする． 

  

２．提携形ゲーム理論２） 

 

（１）コア 

コア(core)とは，提携形ゲーム理論で最も基本的な公正

配分概念の１つであり，すべてのプレイヤーが全提携に

参加するための動機を保証する利得額の集合である．  

プレイヤーの集合を N，任意のプレイヤーを i (∈N)，

プレイヤーiが属する提携をS (i∈S )で表し，プレイヤーi  
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が全提携のもとで得る利得ベクトルを X=(x1,x2,…,xn)で表

わすと，次式をみたすXの集合がコアである．ここで，v

は特性関数であり，v(S)は提携Sを形成した場合に得られ

る利得を表す． 
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式(1)は，コアに含まれる利得ベクトルXは任意の提携

の下で得られる利得よりも大きいことを，式(2)は，全提

携において得られる利得はすべてのプレイヤーに配分さ

れることを表わしている． 

コアが非空であれば，全提携に参加する動機を確保す

るという意味で最低限の公平性を備えた利得が存在する．

つまり，コアが非空であることは全提携が成立するため

の条件である．したがって，コアをみたす利得は，各プ

レイヤー間の合意を形成するという観点から有効である

といえる． 

 

（２）要求 
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この e(x；S)を利得ベクトル xに対する提携 Sの要求と

いう．要求について考えるときは，全体集合 N と空集合

φを除く． 

 つまり，利得ベクトル xが提案されたとき，xについて

の提携Sの要求が正である場合には，Sは xに対して不満

をもち，負の場合には，Sは xに対して余剰をもつといえ

る． 

 

（３）εコア 

 コアが空であっても，すべての提携 S がある値ε(>0)

だけその提携値 v(S)より不足しても我慢するとする．例

えば，提携形成にあたって，費用がεかかるとすれば，



やむを得ないと納得すると考えられる． 

 したがって，すべての提携が，その要求e(x；S)が必ず

しも 0 以下ではなく，ある程度の大きさε以下ならば納

得するとすれば，コアの条件は緩和されることになる． 

つまり，次式をみたすXの集合がεコアである． 

 

),()( NSNSxSv
Si

i 


　　　  ･･･(4) 

)(Nvx
Ni

i 


  ･･･(5) 

 

（４）最小コアと仁 

 空ではないεコアの中で，εが最小のとき，そのεコ

アを最小コアという．つまり，最小コアは次のように定

義される． 
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以後，最小のεをε*と表記する． 

 また，最小コアの極限を辞書的中心で求めた場合の唯

一解が仁である．仁とは，最大要求を最小化した配分の

ことである． 

 

３．ケーススタディと費用関数の設定 

 

（１）ケーススタディ 

 本研究では，図１に示すような格子(10km×10km)点上

に各工場や配送施設そして顧客の位置を定め３），各工場か

ら顧客までの経路を図のように想定し，次の２つのケー

スについて考える． 

Case 1：配送施設を持たない事業者４社が提携して共同

化する場合． 

Case 2：配送施設を持つ事業者１社と配送施設を持たな

い事業者３社が提携して共同化する場合． 

 なお， いずれのケースも各事業者が配送する総貨物量

は 200 ton とし，５箇所の顧客に配送するものとする．

Case 1では，どの事業者も貨物量は50 tonずつで，各顧

客に10 tonずつ配送する．Case 2では，配送施設を持つ

事業者は125 tonの貨物を各顧客に25 tonずつ，配送施

設を持たない事業者は25 tonの貨物を各顧客に5 tonず

つ配送する． 

 

 

 

（２）費用関数の設定 

本研究では，費用関数(C)として，変動費用(TC)と固定

費用(FC)（ただし，共同化に伴う費用，たとえば，施設

の建設費などを含む）の２つの要素から構成される費用

関数を想定し，配送施設を持たない事業者と配送施設を

持つ事業者ごとに２種類の費用関数を考える．ただし，

TCとFCには異なる加法性を仮定し，TCは下部加法性を

みたすものとした．また，配送の仕方として，配送施設

を持たない事業者は工場から顧客まで直接に域内集配送

トラック(2 tonトラック)で配送し，配送施設を持つ事業

者は工場から配送施設までは幹線輸送トラック(4 ton ト

ラック)で，配送施設から顧客までは2 tonトラックで配

送すると想定する．以上より，各事業者の費用関数 C(i)

を以下のように定義する． 

・配送施設を持たない事業者の費用関数 
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・配送施設を持つ事業者の費用関数 
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a)  Case 1 (規模の等しい事業者４社の共同化) 

 

  

 

 

 

 

b)  Case 2 (規模の大きい事業者１社と規模の小さい事業者３社の共同化) 

 

 

図１ 各ケースにおける共同化前後の配送システム 
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また，事業者 iが提携S (i∈S )に属している場合の費用

関数C(S)は次のように定義する． 

 

365//)(365//)(

2/4/

)()()(

yCCyCCD

ldotldot

SFCSTCSC

tltdblsm

smkj

j

kjdsmfk

f

fkl







　　

 

･･･(10) 

ここで，

 
i：事業者   f：工場   j：顧客   k：配送施設  

td：2 tonトラックの単位輸送コスト(円/ton/km) 

tl：4 tonトラックの単位輸送コスト(円/ton/km) 

dfj：fから jまでの距離(km)  dfk：fから kまでの距離(km) 

dkj：kから jまでの距離(km)   ofj：fから jまでの貨物量(ton) 

ofk：fから kまでの貨物量(ton)  okj：kから jまでの貨物量(ton) 

li：事業者 iの積載率(%)   

lsm：レベルmの提携Sの積載率(%)（mは貨物量によって決定） 

Ctd：2 tonトラックの価格(円)  Ctl：4 tonトラックの価格(円) 

Cl：1m2当たりの土地の価格(円/ m2)  

Cb：1m2当たりの施設建設費用(円/ m2) 

Di：事業者 iの配送施設の面積(m2) 

Dsm：レベルmの提携Sの共同配送施設の面積(m2) 

y：固定費用の分割支払い年数(年) 

 

４．各事業者の費用負担額の算出 

 

（１）算出方法 

本研究で対象とするゲームを費用ゲームとして考える

ため，２.で述べたゲームの特性関数の代わりに費用関数

を用いる．今回，費用関数が加法性（下部加法性）をみ

たすかどうか判断することができないため，費用関数

C’(S)は以下のように定義する． 
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ただし，Tは，Sに属するプレイヤーによる部分提携構

造であり， 
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である． 

 

 

 

 

 

 

たとえば，  )12(),2()1(min)12( CCCC  である． 

次に，以下のようにして最小コアを求める．ただし，

費用ゲームでは，２.と異なり最小化は最大化，εの値の

符号は逆の関係になる． 
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なお，ここで，εのウェイトとしてniを用いる．niは，

プレイヤーiに対するウェイトを表しており，貨物の輸送

量に応じて決定することとした．これは，共同輸送での

輸送量が大きい事業者ほど，排出ガスの削減量も多く，

それだけ社会的貢献度が大きいと考えられるためである．

たとえば，輸送量が50(ton)ならばn =1，150(ton)ならば

n =3とする．また，最小コアから唯一の費用負担額を絞

り込む．その際，環境に対する社会的貢献度を考慮した

１事業者あたりの要求（平均要求）を妥協の限度として

のεとみなしているため，平均仁を一般化して定式化し，

費用負担額を求めていることになる． 

  

（２）シナリオ別にみた費用分担額 

TC を固定し，FC のパラメータである(Cl＋Cb)=1.5×

105 (円/m2)とした場合(シナリオ 1)と(Cl＋Cb)=5×105 (円

/m2)とした場合(シナリオ2)における，各事業者の費用負

担額およびε*を算出した結果は表１のとおりである． 

 ここで，ε*の値が正の数ならばコアが存在することを

表し，利得が生じることになる．しかし，ε*の値が負の

数ならば共同化を実現するためには補助金を与えなけれ

ばならない． 

表１に示すように，シナリオ1では，Case 1，Case 2

のいずれの場合もコアが存在し，共同化によって利得が

生まれている．一方，シナリオ2では，両ケースとも，

ε*が負の値となっており，共同化を行うためには補助金

が必要となることがわかる． 

ここで，シナリオ 2 の両ケースについて詳しくみてみ

ることにする．図２，３は，各ケースにおける共同化前

後の費用と最終的な費用の負担額を示したものである． 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 各ケースごとにみた共同化前後における各企業の費用負担額と利益（または補助金） 

 Case 1 Case 2 

C-1のコスト C-1のnε* C-2Lのコスト C-2Lのnε* C-2Sのコスト C-2Sのnε* 

シナリオ1 

(low FC) 

共同化前 285411 ---------- 833947 ---------- 142705 ---------- 

共同化後 273808 9722 678360 15270 139651 3054 

シナリオ2 

(high FC) 

共同化前 285411 ---------- 1025728 ---------- 142705 ---------- 

共同化後 353717 -68306 952677 -64635 154064 -12927 

ただし，C-1はCase 1における事業者を, C-2LとC-2SはそれぞれCase 2における規模の大きな，小さな事業者を表す． 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず，図２に示すように，同規模の事業者間の場合

(Case 1)では，共同化によってコストの削減が生じない時

には，共同化によって生じる赤字分を補填させるだけの

金額をどの事業者にも配分することになる． 

次に，図３に示すように，１つの大規模な事業者が存

在する場合(Case 2)では，共同化によって，大規模な事業

者にはコスト削減が生じているが，残る小規模な３事業

者ではコスト増となっている．そして，全提携を実現す

るためには，この３事業者に補助金を配分する必要があ

るが，大規模な事業者には，コスト削減が生じているに

も関わらず，補助金を与えなければならないことがわか

る．これは，すべての事業者間の共同化を実現するため

には，全提携を妨げるような事業者間の部分的な共同化

が行われることを防ぐことが必要となるためである．  

  

（３）TCとFCの変化によるεの変化 

 次に，TCとFCのパラメータの一方を固定して，それ

ぞれの値を変化させた場合に，εの値がどのように変化

するのかを調べてみる．ここでは，FCのパラメータであ

る(Cl＋Cb)＝2×105と固定してTCを変化させた場合と，TC

のパラメータである(td, tl)=(220, 300)としてFCを変化さ

せた場合について考える．その結果を示したものが図４，

５である． 

まず，図４が示すように，TCのパラメータが大きくな

るにつれてεの値も大きくなっている．これは，費用関

数の中で，下部加法性を仮定している変動費用の相対的

な比重が高くなることによって，コアの条件を充足する

ようになるためである． 

一方，図５では，FCのパラメータが大きくなるにつれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て，εの値は小さくなっており，補助金が必要となって

いる．これは，全体の費用の中で，下部加法性をみたさ

ない固定費用の比重が変動費用よりも高くなり，コアが

空になるためと考えられる． 

 

５.おわりに 

 

本研究では，貨物輸送の共同化の前後における各事業

者の負担すべき費用の変化に着目し，εコアの考え方を

適用することによって，共同化を行った場合の参加事業

者間における適切な費用分担について考察してきた．そ

の結果， 参加事業者の規模の違いや費用関数における固

定費用と変動費用の構成比率の違いがコア存在の有無や

費用負担額に及ぼす影響を明らかにできた． 

 今後の課題としては，実例に即した費用関数を定義す

るとともに，事業者の環境改善に対する社会的貢献度な

どを考慮した費用の分担方法について考察していきたい．  
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